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研究成果の概要（和文）：本研究では，我々の研究グループが提案しているテレビ放送波を用いたヒト検知システムの
実用化を目指し，主に以下の3つの検討を行った．（１）地上テレビ放送波のディジタル化に伴い，新たに取得できる
ようになったCNR（信号対雑音電力比）やBER(ビット誤り率）の指標を用いたマルチプルディテクションを提案した．
（２）屋外要因による誤検知を低減するため，屋内外にアンテナを設置する協調検知手法を提案した．（３）ヒト検知
システムの長期安定稼働を実現するため，受信品質に影響を与える県外からのテレビ放送波オーバーリーチ伝搬の特徴
を明らかにした．

研究成果の概要（英文）：In order to develop our proposed human detection system using terrestrial TV broad
casting waves, this study evaluated following main three subjects; (1)The multiple detection method was pr
oposed and developed, which simultaneously monitored CNR (Carrier to Noise power Ratio) and BER (Bit Error
 Rate) obtained in the digital TV demodulation, for the purpose of improving detection performance.(2) To 
reduce false detection caused by outdoor disturbance, the cooperated detection method was proposed and dev
eloped, in which the antennas were set up both indoor and outdoor. (3) This study clarified characteristic
s of overreach propagation in TV waves from next prefectures, to realize stable operation of the human det
ection system.  
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様 式 Ｆ－１９ 

１．研究開始当初の背景 

 

 近年，安心で安全な生活および社会の実現
への期待が高まってきている．特に，一戸建
ての家屋およびマンションやアパート等へ
の不正侵入に対する防犯意識が高まりつつ
ある．これらの要求を満足させるためには，
ヒトの侵入を確実に検知できるシステムが
必要となる． 

 我々はこれまでも，UHF 帯テレビ放送波
を用いたヒト検知システムの研究に取り組
んできた．一般にマルチパス電波伝搬環境で
は，ヒトの動きなどによって周囲の環境が変
化することに伴って，受信レベルの変動が生
じる．この受信レベル変動の主な原因はマル
チパスフェージングやシャドウイングであ
る．我々が提案しているヒト検知システムは，
ヒトの動きによって必然的に生じるマルチ
パスフェージングやシャドウイングを積極
的に利用し，動いているヒトの有無を受信レ
ベルの変動から検出するものである．本提案
システムは，既存の放送局を送信源として利
用するため，テレビ放送波が受信される場所
ならどこでも，受信機のみで，ヒト検知シス
テムを構成できるという特徴を有している．
またマルチパス電波伝搬環境の乱れを検出
しやすくするため，指向性の広いモノポール
アンテナを利用する．このためシステムをシ
ンプルに構成することが可能である． 

従来の無線システムの研究開発では，必然
的に生じるフェージングによる受信レベル
変動に対して，その影響をいかに低減させる
かということに主眼が置かれてきた．一方，
本ヒト検知システムは，悪影響を及ぼしてい
た受信レベル変動を積極的に利用するもの
である．このように本システムは逆転の発想
に基づいており，新規性・独創性の高いシス
テムである． 

 研究開始当時，地上テレビ放送システムの
ディジタル化が進められており，2011 年には
アナログ放送は完全に停止される予定であ
った．地上ディジタル放送では，遅延波に強
い OFDM の変調方式を用いることにより，
複数の放送局が同一周波数にて放送する
SFN が導入されている．SFN 化に伴い，ア
ナログ放送時とは異なる伝搬環境となるた
め，SFN 環境下でのヒト検知システムへの影
響を検討する必要があった．また，ヒト検知
システムを長期に安定稼働させるためには，
気象変化や車両等の屋外における移動物体
といった屋外要因による伝搬への影響を定
量的に評価し，これらによる影響を回避もし
くは低減させる手法を確立させる必要があ
った． 

 

２．研究の目的 

 

 本研究では，地上ディジタル放送波を対象
とし，SFN 環境下において屋外要因のテレビ
放送波伝搬への影響を長期的に調査し，実測

データに基づいて本ヒト検知システムの高
性能化を図り，実用化に向けてロバストネス
の高いシステムを開発することを目的とし，
以下の課題に取り組んだ． 

 

(1) 地上ディジタル放送波の受信品質による
ヒト検知高性能化 

地上テレビ放送のディジタル化により，ヒ
トの検知において，これまでの受信レベルの
みならずBERやCNRといった受信品質デー
タも利用できるようになった．また SFN 化
に伴い，同一周波数の電波が複数の放送局か
ら送信されるため，アナログ放送時とは異な
る伝搬環境となっている．そこで本研究では，
長期的にかつ複数個所における測定により，
SFN 環境下でのヒトの動きに伴う受信品質
の変動特性を明らかにすることを目的とし
た．そして複数の受信品質データをマルチプ
ルディテクションすることでヒト検知シス
テムの高性能化を行った． 

 

(2) 協調検知手法による屋外要因の影響回避 

 屋外要因の影響を回避する手法の一つと
して，本研究では，屋内のみならず屋外にも
アンテナを設置して，それぞれの受信レベル
変動を同時にモニターする協調検知手法を
検討した．本手法では，その受信レベル変動
が屋外要因の場合，屋内および屋外どちらに
も反応し，屋内要因の場合には屋内のみに反
応するといった伝搬特性を利用する．協調検
知手法の適用により，誤検知（屋内にヒトが
いないにもかかわらずいると判定）を回避で
きることを実測により明らかにすることを
目的として研究を行った． 

 

(3) 実用化に向けたシステム開発と実環境に
おける性能評価 

 長期安定稼働，地上ディジタル放送 SFN

環境下における高性能化，協調検知手法によ
る屋外要因の回避のそれぞれの技術を実現
することにより，ロバストネスの高いヒト検
知システムを開発することを最終的な目的
とした．現在，PC に USB 接続できるテレビ
チューナが市販されており，本研究では，高
い汎用性を考慮して，市販の地デジチューナ
にヒト検知機能を付加したシステムを PC 上
に実装することを目指して研究開発を行な
った．また検知性能劣化を引き起こす要因等
を明確化するために，テレビ放送波の長期連
続測定も行った． 

  

３．研究の方法 

(1) 地上ディジタル放送を用いたヒト検知シ
ステムの性能評価を目的として，図 1 に示す
広島市近郊における SFN 環境下にて測定を
実施した．図 1 に示すように，広島市近郊で
は，テレビ放送波が複数の放送局から同一周
波数（ここでは Ch.22 に着目）にて送信され
ている．本研究では，SFN 環境下において，
単一の放送波の受信レベルが支配的な



Location1 と，二つの放送波の受信レベルが
同程度となる Location2 を測定場所として選
定した．また各場所では，木造一戸建てのリ
ビングルームにてヒトが動いた場合の，受信
レベル，CNR，BER を同時に記録した． 

 

 

図 1 地上ディジタル放送波の測定環境 

 

(2) 屋外要因の影響を回避するための協調検
知手法の有効性を実測により評価するため，
図 1 で示した Location1 に位置する木造一戸
建てに測定システムを構築した．図 2 にその
測定方法を示す．協調検知手法では屋内のみ
ならず屋外にもアンテナを設置して屋外要
因の受信レベル変動への影響を同時にモニ
ターした．今回の測定では，屋外に 4 箇所ア
ンテナを設置し，その周辺を 1 平方メートル
内でヒトが動く場合，もしくは道路において
一般の乗用車が動く場合を想定して検討を
行った． 

 

 

図 2 協調検知手法有効性評価の測定環境 
 
(3) 実環境におけるヒト検知システムの性能
評価に関しては，主に，隣接県からのテレビ
放送波のオーバーリーチ伝搬による干渉に
関する検討を行った．地上テレビ放送波のデ

ィジタル化移行に伴い，隣接県においても同
じ周波数が利用されることとなり，気象条件
等により生じる大気ダクトにより電波が閉
じ込められより遠方まで届くオーバーリー
チ伝搬が発生する可能性がある．このオーバ
ーリーチ伝搬は，受信品質を劣化させること
となり，ディジタル放送波を用いるヒト検知
システムにおいて影響を及ぼすものとなる．
本研究では，その伝搬の特徴を明らかにする
ため，県外からのテレビ放送波の長期連続測
定を実施した．図 3 に広島県において山口県
および岡山県からの地上ディジタルテレビ
放送波の測定環境を示す．広島県のキー局で
ある HRS のサービスエリアエッジに位置す
る広島大学（HU）にて測定を行った．山口
県の YMG および岡山県の OKY においては
同一の周波数が用いられている．本研究では，
オーバーリーチ伝搬の送信源を特定するた
め，各県からのFM放送波も同時に測定した． 

 

 
図 3 広島県における山口県および岡山県か
らのテレビ放送波オーバーリーチ伝搬の測
定環境 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 地上ディジタル放送を用いたヒト検知シ
ステムの性能評価においては，受信レベル
（RSSI），CNR，BER を同時にモニターす
るマルチプルディテクション（MD）と，そ
れぞれの変動レベルのみを用いる手法との
比較を行った．本研究では，検知確率として，
あるモニター時間間隔にて受信品質値が 1サ
ンプリングでも設定した閾値を超える確率
として定義した．ここで閾値には，ヒトのい
ない場合の各受信品質値における変動の最
大値を用いた． MD 法においては 3 つの品
質値のうち 1 つでも閾値を超えた場合に検知
と判断した． 

図 4 および図 5 に，Location1 および
Location2 におけるモニター時間に対する検
知確率を示す．図 4 より，Location1 の単一
波到来環境においては，RSSI のみの検知確
率においても，10 秒のモニター時間があれば
検知確率は 100％に近づくことが分かる．一
方，図 5 より，Location2 の複数波到来環境
においては，RSSI のみのモニターでは，
Location1 に比べて検知確率が小さいことが
分かる．これらの考察として，複数波到来環



境の場合，一方の放送波の受信レベルには変
動が生じた場合においても，もう片方の放送
波の受信レベルが同時に変動している可能
性が低く，同時に受信している環境であれば
受信レベルの変動が生じにくいことを理論
的に明らかにした． 

また，Location2 においては，受信レベル
が変動しない状態にもかかわらず，干渉によ
り受信品質であるCNRやBERが大きく変動
していることが分かった．これらの変動レベ
ルを有効活用する MD 法では，Location2 の
みならず，Location1 においても，検知確率
が高くすることができたと考える．これらの
結果より，SFN 環境下のどのような場所にお
いても MD 法が効率よくヒトを検知できる
ことを明らかにした． 

 

 

図 4 Location1 におけるモニタ時間に対す
るヒト検知確率 

 

 

図 5 Location2 におけるモニタ時間に対す
るヒト検知確率 

 

(2) 屋外要因の影響を回避するための協調検
知手法の有効性評価においては，まず屋内ア
ンテナと屋外アンテナへの屋外要因（車）お
よび屋内のヒトの影響を比較した．図 6 に受
信レベルの変動（1 秒差分）を示す．図 6(a)

に示すように，屋内アンテナの場合，屋内の
ヒトのみならず，屋外の車の影響も大きく受
けており，屋内アンテナの変動レベルのみか
らでは，どちらの影響を受けた結果かが判別
できないことが分かる．つまり屋内のヒトの
動きを検知しようとすると，屋外の車の影響
で誤検知が生じる可能性があるわけである．

一方，図 6(b)に示すように，屋外のアンテナ
においては，屋内のヒトの影響はほとんど受
けず，屋外の車のみに反応し，変動レベルが
大きくなっており，誤検知が生じることが分
かる． 

 

 

(a) 屋内アンテナ 

 

(b) 屋外アンテナ 

 

図 6 屋内および屋外アンテナにおける受信
レベル変動例 

 

 

これらの特徴を活かし，本研究では，屋内
のアンテナにて受信レベル変動を検知した
場合に，屋外の受信レベル変動を確認し，も
し変動があれば屋外要因に起因するもの，一
方，変動がなければ屋内のヒトを検知したも
のと判定する協調検知手法を適用した際の
検知確率を評価した．図 7 に協調検知手法を
適用しない場合とした場合におけるモニタ
時間に対する検知確率を示す．図 7(a)に示す
ように，屋内のみにアンテナを設置した協調
検知手法を適用しない場合には，屋内のヒト
を正しく検知する確率は高くできるが，誤検
知確率も高くなってしまうことが確認でき
る．一方図 7(b)に示す協調検知手法では，屋
外要因を回避できており，屋内のヒトを検知
する確率を高く保ちながら，屋外要因による
誤検知を低くできていることが分かる． 

また屋外アンテナの設置場所についても
検討を行い，屋外要因（ヒトや車）が通過す
る面に 1 本のアンテナを設置することで，そ
の面における屋外要因を回避できることも
明らかにした． 
 



 

(a) 従来手法 

 

(b) 協調検知手法 

 

図 7 従来手法と協調検知手法における検
知・誤検知確率 

 
 

(3) 実環境におけるヒト検知システムの性能
評価においては，隣接県からのテレビ放送波
のオーバーリーチ伝搬の影響を定量的に評
価することができた．図 8 に広島大学 HU に
おいて 2013年 5月 9日に測定した例を示す．
図 8 には，広島，山口，岡山にて同時に使用
されている周波数である Ch.18 のテレビ放
送波の受信レベル（RSSI）および CNR，岡
山および山口から送信されているFM放送波
の RSSI が示されている．この図より 6 時～
9 時の間に CNR が低下していることが確認
できた．この日には，高層気象データから大
気ダクトが発生していることが推定できて
おり，この CNR の低下は，隣接県からのテ
レビ放送波のオーバーリーチ伝搬が原因で
あると考える．また FM 放送波の RSSI に着
目すると，岡山からの放送波の RSSI はほと
んど変化していないが，山口からの放送波の
RSSI が同じ時間帯に上昇していることが確
認できる．これまでの測定により，FM 放送
波とテレビ放送波はダクトにより同時にオ
ーバーリーチ伝搬することが確認されてお
り，これらの結果から，テレビ放送波の CNR

を劣化させた干渉波は，山口から届いたテレ
ビ放送波であると特定できた． 

また本研究では実用化を目指し，タブレッ
ト端末上にヒト検知システムを実装し，防犯
目的のみならず，高齢者見守りの観点からの
検知性能の検証を行った．我々の提案してい
るテレビ放送波を用いたヒト検知システム
では，市販されているフルセグチューナおよ
びワンセグチューナを利用できるが，タブレ

ット端末にはワンセグチューナを USB接続し
てヒト検知システムを実現した．本システム
では，防犯機能を充実するため，電源コント
ローラを新たに開発し，室内で動くヒトを検
知した場合に，AC100V 電源を制御して，アラ
ームとしてライトを点灯させる機能を付加
した． 
また，高齢者見守りへの本ヒト検知システ

ムの応用を検討するため，老人介護施設での
ヒアリングを行った．介護施設では，介護者
が深夜に見回りを定期的に行っているが，高
齢者が無理に移動するなどして転倒するこ
とが最も危険であり，予期せぬ行動を検知す
る需要が高いことが分かった．そこで本研究
では，室内の動きのみならず，室外の廊下で
のヒトの移動を検知する性能評価を行い，廊
下といった室内とは異なる空間においても，
ヒトを検知できることを示した．実用化検討
においては，地元の企業にも関心を持ってい
ただき，共同研究を始めることができた．共
同研究では，介護施設での介護者の負担軽減
を目的として，ベッドから起き上がり移動し
た動きに対して，ヒト検知システムの検知性
能を定量評価することを計画している．また，
本システムは介護施設のみならず，地域の高
齢者住宅にも適用でき，元気に暮らしている
か否かを簡易に検知することの実用化検討
も今後の研究展開として計画している． 

  
図 8 隣接県からのテレビ放送波および FM

放送波のオーバーリーチ伝搬測定例 
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